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肝がん死亡率↓

肝炎対策の推進 172億円+35億円
１ 肝炎治療促進のための環境整備 86億円

インターフェロン等による治療費助成

２ 肝炎ウイルス検査等の促進 34億円
肝炎ウイルス検査の実施
初回精密検査の助成
定期検査助成（年2回 非課税世帯）

３ 健康管理の推進と
安全安心の肝炎治療の推進 7億円

肝疾患診療連携拠点病院における相談支援等
家族支援講座の開催

４ 国民に対する正しい知識の普及啓発 2億円
知って、肝炎プロジェクト
自治体などによる普及啓発

５ 研究の推進 44億円
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公衆衛生対策としての肝炎対策
公衆衛生対策公衆衛生対策

早期発⾒と早期治療による重症化の進展防⽌（２次予防）

目的

国及び地域の保健衛⽣⾏政により
地域住⺠全体の疾病予防

（感染症の発⽣・蔓延を防⽌）を⾏う

具体的内容

 予防対策
 医療提供体制の整備
 検査・治療のための組織化

※日本国憲法第25条において、生存権として、健康は
国⺠の権利であると規定されている。

※Winslowによる公衆衛生の定義：「公衆衛生とは、組織化された
地域社会の努⼒を通じて、疾病を予防し、寿命を延⻑し、⾝体的
及び精神的健康と能率の増進をはかる科学であり技術である」

検査による早期発見

 診療体制の整備

 治療法の進歩

 検査体制の整備

 無料検査の実施

肝炎対策の具体的内容

健康増進法

感染症法

医療法

肝炎対策基本法

地域保健法

地域保健活動

早期の治療介入
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肝炎対策基本法の概要 平成21年法律第97号 施⾏：平成22年1月1日

肝炎対策に関し、基本理念を定め、国、地⽅公共団体、医療保険者、国⺠及び医師等の責務を明らかにし、並びに
肝炎対策の推進に関する指針の策定について定めるとともに、肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎
対策を総合的に推進することを目的とする。

目的

国及び地方公共団体が講ずる基本的施策

1．肝炎の予防・早期発⾒の推進 2．肝炎医療の均てん化の促進

・ 肝炎の予防に関する啓発・知識の普及

・ 医療従事者の研修機会の確保

・ 肝炎検査に関する普及啓発

・ 医療従事者の育成、医療機関間の連携協⼒体制

・ 肝炎患者の経済的な負担の軽減

・ 情報収集体制の整備、相談支援等の促進

理念規定（基本理念） 責務規定

３．研究の推進

・ 研究の促進、生活の活用のために必要な施策の実施

・ 治験の迅速化、臨床研究の円滑な実施のための

環境整備

４．肝炎対策基本指針の策定・検討

・ 厚⽣労働省に置く肝炎対策推進協議会の意⾒を

聞いて肝炎対策基本指針を策定

・ 状況の変化を勘案し、5年ごとに指針の検討実施

 肝炎研究の推進、研究成果の普及・活用・発展

 居住地域に関わらず肝炎検査を受けられるようにする

 肝炎患者が居住地域に関わらず肝炎医療を受けられる
ようにする

 肝炎患者の人権が尊重され、差別されないよう配慮

 国 ⇒ 肝炎対策の総合的対策・実施

 地方公共団体 ⇒ 地域特性に応じた施策実施

 医療保険者 ⇒ 肝炎予防の啓発・知識の普及

 国⺠ ⇒ 正しい知識、肝炎の予防、肝炎検査受検

 医師等 ⇒ 肝炎予防に寄与、良質な肝炎医療

肝硬変及び肝がんに関する施策の実施等

 医薬品等の治験の迅速化、治療⽔準向上のための環境整備

 支援の在り方について、医療に関する状況を勘案し、今後必要に応じ、検討が加えられる。



肝炎対策基本指針の概要
平成23年5月16⽇厚⽣労働省告⽰第160号

肝炎対策基本法（平成21年法律第97号）（抄）
第二章 肝炎対策基本指針
（肝炎対策基本指針の策定等）
第九条 厚生労働大臣は、肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基本的な指針

（以下「肝炎対策基本指針」という。）を策定しなければならない。
２ 肝炎対策基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
二 肝炎の予防のための施策に関する事項
三 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
四 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
五 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
六 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
七 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
八 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
九 その他肝炎対策の推進に関する重要事項

３ 厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議
するとともに、肝炎対策推進協議会の意見を聴くものとする。

４ 厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定したときは、遅滞なく、これをインターネットの利用その他適
切な方法により公表しなければならない。

５ 厚生労働大臣は、肝炎医療に関する状況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果に関する評価を踏ま
え、少なくとも五年ごとに、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更し
なければならない。

６ 第三項及び第四項の規定は、肝炎対策基本指針の変更について準用する



肝がん死亡率
都道府県別、性別、肝がん75歳未満年齢調整死亡率（⼈⼝10万対、平成25年）

（出典）厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」
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7

ウイルス性肝炎 感染判明も50万⼈超が治療受けず

厚⽣労働省の研究班がウイルス性肝炎の感染者に取ったアン
ケート結果によると、感染がわかってもそのままにしていたり、継
続治療を受けなかった⼈が全体の40％あまりに達していたこと
がわかった。研究班代表の田中純子教授（広島大学）は、
仕事などが忙しく、治療や検査を受けない⼈が多いのではない
かと話している。



C型肝炎治療のこれまでと現状

 SVR率 40〜85%
 副作用が多い
 治療期間が⻑い（24〜72週）
 治療対象が限定（⽐較的若年、基礎疾患なし）
 治療開始時に原則⼊院が必要

患者負担

2対象拡大

３

2014年9月
インターフェロンフリー治療

１．治療効果が⾼い
 SVR率 85（〜100)%

２．患者負担が少ない
 副作用が少ない
 内服剤投与のみによる治療
 短い治療期間(12〜24週）
 外来での治療開始可能

３．治療対象の拡大
IFN不適格・不耐容や前治療無
効例等が新たに治療対象に。

治療効果

１

1992年〜
インターフェロン治療

注）SVR sustained viral response; 血中HCV-RNA持続陰性化ウイルス学的著効

C型肝炎は治る時代に



（単位：件）

年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

インターフェロン
治療

（３剤併用療法を除く）
44,731 26,594 28,797 16,171 13,653 9,243

核酸アナログ
製剤治療

38,038
48,682

（新規）11,916
（更新）36,766

54,432
（新規）10,971
（更新）43,461

59,980
（新規）10,108
（更新）49,872

３剤併用療法 1,550 6,889 8,515

計 44,731 26,594 66,835
66,403

（新規）29,637
（更新）36,766

74,974
（新規）31,513
（更新）43,461

77,738
（新規）27,866
（更新）49,872

（出典）厚生労働省健康局疾病対策課肝炎対策推進室調べ



①肝炎ウイルス検診（重症化予防推進事業）

②受診勧奨（重症化予防推進事業）
・陽性者（特定感染症検査等事業）へ初回精密検査の受診勧奨
・経過観察者、抗ウイルス治療非適応者への定期検査の受診
勧奨（把握できた管内の対象者全員）

ウイルス性肝炎患者等の重症化予防の推進

肝炎ウイルス検査未受診者

抗ウイルス療法適応者

肝炎ウイルス検査の受検

肝炎ウイルス陽性者

定期検査の受診 抗ウイルス療法
による治療

（肝炎治療特別促進
事業）

肝炎等の重症化予防

・治療適応の早期判断
・肝がんの早期発見
・生活指導による病態改善

①肝炎ウイルス検診（健康増進事業）
②受診勧奨（健康増進事業）
・陽性者（健康増進事業）へ初回精密検査の受診勧奨
・経過観察者、抗ウイルス治療非適応者への定期検査の受診
勧奨（把握できた管内の対象者全員）

市町村

保健所設置市

①肝炎ウイルス検診（重症化予防推進事業）

②受診勧奨（重症化予防推進事業）
・陽性者（特定感染症検査等事業）へ初回精密検査の受診勧奨

③初回精密検査費用の助成（重症化予防推進事業）
対象：肝炎ウイルス検査陽性者

④非課税世帯の者への年２回の定期検査費用の助成
（重症化予防推進事業）

対象：慢性肝炎、肝硬変、肝がん患者

都道府県

医療機関における
精密検査の受診

経過観察者
抗ウイルス療法非適応者

連
携

肝炎治療特別促進事業
抗ウイルス療法による治療への助成

住民税課税年額 235,000円以上 2万円／月
住民税課税年額 235,000円未満 1万円／月

都道府県



肝炎ウイルス検査・検診の推移

１．特定感染症検査等事業１．特定感染症検査等事業 ２．健康増進事業２．健康増進事業

H20 H21 H22 H23 H24 H25

B型 456,727 354,876 280,846 281,780 263,307 312,271

C型 456,926 358,197 277,343 265,020 257,581 301,364

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

B型

C型

H20 H21 H22 H23 H24 H25

B型 660,580 629,367 581,397 760,264 841,909 853,366

C型 657,937 625,014 576,749 756,753 840,083 849,699

0

400,000

800,000

1,200,000

1,600,000

2,000,000

B型

C型

（出典）厚生労働省健康局疾病対策課肝炎対策推進室調べ



ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業の実施状況

※実施件数は、単独事業として実施している自治体を含む。

＜平成27年5月調査＞

No. 自治体名 No. 自治体名

1 北 海 道 25 滋 賀 県

2 ⻘ 森 県 26 京 都 府

3 岩 手 県 27 大 阪 府

4 宮 城 県 28 兵 庫 県

5 秋 田 県 29 奈 良 県

6 山 形 県 30 和 歌 山 県

7 福 島 県 31 鳥 取 県

8 茨 城 県 32 島 根 県

9 栃 木 県 33 岡 山 県

10 群 馬 県 34 広 島 県

11 埼 玉 県 35 山 口 県

12 千 葉 県 36 徳 島 県

13 東 京 都 37 香 川 県

14 神 奈 川 県 38 愛 媛 県

15 新 潟 県 39 高 知 県

16 富 山 県 40 福 岡 県

17 石 川 県 41 佐 賀 県

18 福 井 県 42 ⻑ 崎 県

19 山 梨 県 43 熊 本 県

20 ⻑ 野 県 44 大 分 県

21 岐 阜 県 45 宮 崎 県

22 静 岡 県 46 ⿅ 児 島 県

23 愛 知 県 47 沖 縄 県

24 三 重 県

平成２６年度 平成２７年度⾒込 平成２６年度 平成２７年度⾒込

初回精密検査 定期検査

単 独 事 業 と し て 実 施 × × ○ ×

初回精密検査 定期検査 初回精密検査 定期検査 初回精密検査 定期検査

○ ○

○ ○ ○ ○ × × × ×

○ × ○ × × ×

○ ×

○ ○ ○ ○ × × ○ ○

○ ○ ○ ○ × ×

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

○ ○ ○ ○ × ×

○ ○

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ × ○ ○ ○ ×

○ ○

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○

× ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ × ×

○ ○

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ × ×

○ ○

○ ○ ○ ○ × × ○ ○

× × ○ ○ × ×

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × × ×

○ ○

× × ○ ○ × × ○ ○

× × ○ ○ × ×

19 45 42× × ○ ○ 実施件数 22



地方自治体の肝炎対策取組状況
<肝炎ウイルス検査（特定感染症検査等事業）の実施状況>

（出典）厚⽣労働省「平成27年度都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

保健所 委託医療機関

無料実施 無料実施予定 有料実施 無料実施 無料実施予定

自
治
体
区
分

都道府県（47） 47 0 0 40 1
保健所設置市
（72） 59 1 0 51 0

特別区（23） 16 0 0 14 0

計
（142）

122 1 0 105 1

すべての都道府県、保健所設置市、特別区において
保健所又は委託医療機関で
肝炎ウイルス検査を無料で実施

※無料検査・未実施の主な理由
保健所で未実施の場合＜19＞

 委託医療機関において実施

委託医療機関で未実施の場合<36>

 保健所による無料検査実施で対応

 健康増進事業として、委託医療機関

における無料検査実施

※調査対象：都道府県、保健所設置市、特別区（計142）

※越谷市では平成27年7月より実施予定



地方自治体の肝炎対策取組状況
<肝炎ウイルス検査（特定感染症検査等事業）において、陽性（疑いが高い）者に対する、検査後の対応状況>

※フォローアップの具体的取組
●保健所／委託医療機関から、
専門医への受診勧奨
専門医への紹介状交付

●保健所が、
電話や保健所への来所による相談・面接の実施
電話や文書により受診状況の確認

紹介先の医療機関から受診状況の情報提供を受ける

※フォローアップの具体的取組
電話や文書により受診状況を確認

未受診者への電話や文書による受診勧奨
検査結果説明時に紹介状の交付や肝臓専門医療機関、助成制度を紹介

紹介先の医療機関から受診状況の情報提供を受ける

フォローアップ※１

実施状況

検査実施
自治体数

実施

自
治
体
区
分

都道府県
（47） 47 44

保健所設置
市(72) 59 54

特別区(23) 16 17

保健所
実施分

フォローアップ※１，２

実施状況

検査実施
自治体数

実施

自
治
体
区
分

都道府県
（47） 40 36

保健所設置
市(72) 51 42

特別区(23) 14 9

委託医療機関
実施分

※フォローアップ未実施の主な理由
 匿名検査のため追跡不可

 紹介状を作成 など

※フォローアップ未実施の主な理由
医療機関に一任（委託契約内容にフォローアップは含んでいない),等

※１ 単なる検査後の受診勧奨はフォーローアップに含まない。
※２ 自治体として実施するフォローアップ （医療機関が独自に行い、自治体として個々の対応を把握していないものは含まない。）

※なお、半年後等、継続的なフォローアップを実施していると回答した自治体は、

都道府県（23）、保健所設置市（33）、特別区（7）、であった。

※調査対象：都道府県、保健所設置市、特別区（計142）



地方自治体の肝炎対策取組状況 <健康増進事業の個別勧奨>

個別勧奨未実施の市町村で支障を来している主な要因 左記の要因に対する、実施市町村の対応方法

事
務
的
要
因

・対象者の選定が困難であるため。
（未受診者、過去の受診歴、集団検診以外の受
診者の把握が難しい。）

・電算処理により対象者を把握（住民基本台帳や健康管理シ
ステム等のデータを基に、肝炎検診受診データを突合し、肝炎ウ
イルス検診の受診歴のある者を除外して、対象者を抽出）

・大腸がん・乳がんのクーポン対象年齢と同じなので、一括で住
民基本台帳より抽出

・検診団体と個別健診を実施している医師会からデータをもらっ
ている。

・各種検診ごとの対象者となる基準が異なり、検診ごとの
個別勧奨通知は業務量が増大するため。

・特定健診・がん検診と連動して受診券、無料クーポン券、案内
チラシを同封。住民検診通知に同封。

財
政
等
の
要
因

・費用対効果に疑問があり財政的措置が難しい。（事務の
煩雑性に比較し、受検者数が伸びない。）
・システム改修に費用がかかる、マンパワーが限られる（がん
検診推進事業等で手一杯）

・既存のクーポン事業と併せることで対象者の抽出作業を効率
的にしている

・集団健診申込者の中で40歳を節目検診の対象者として実施

そ
の
他

・健診（検診）受診者も肝炎ウイルス検査を受けたか覚え
てない方が多い

－

・合併前の旧市町村の一部が肝炎ウイルス検診の受診歴
データを保有していない。

－

 事業概要

原則として40歳以上で5歳刻みの年齢に達する者については、肝炎ウイルス検診の

更なる受診促進を図るため、地域における受信状況等を踏まえ、個別に通知等を

配付することにより、必要に応じて受診の勧奨を行う（個別勧奨を受けた者が検査

を受診した場合の検査費用は、検査受診者から徴収しないことができる）

事業の実施状況

実施済み ７自治体

実施していない ３９自治体

未回答 １自治体

※個別勧奨を実施していない市区町村が管内にある場合を「未実施」として整理

（出典）厚⽣労働省「平成27年度都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」



地方自治体の肝炎対策取組状況 <肝炎患者支援手帳>

（出典）厚⽣労働省「平成27年度都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

肝炎患者支援手帳の主な配布先

拠点病院、専門医療機関、肝疾患かかりつけ医（医師会）、薬局（薬剤師会）、看護協会、検診機関、健康保険組合、保健所、市
町村（健康福祉センター）、患者団体、患者個人

肝炎患者支援手帳の主な内容

・肝炎（肝疾患）の基礎情報（病態、治療ガイドラインや副作用、検査の種類・内容の解説、定期的受診、食事、運動、他人への感
染予防等の日常生活の注意点、差別・偏見について、用語解説等）

・拠点病院、専門医療機関、肝疾患相談支援センター等相談窓口、肝疾患相談担当医、患者会、肝炎医療費助成制度等各種
制度等の紹介

・検査・受診状況記録、体調の記録欄、連携パス、療養日記欄、患者体験記

未実施の主な理由（複数回答）

拠点病院において連携パスを作成しているため ２自治体

ホームページによる情報発信など代替手段があるため ２自治体

他の優先的課題がある １自治体

医師の負担となるため １自治体

治療内容・方法が頻繁に変わるため １自治体

診療報酬上の評価がない １自治体

肝炎診療連携を進めているため １自治体

手帳の必要性について十分検討できていない １自治体

事業の実施状況

実施済み ３３自治体

実施していない １４自治体

 事業概要

都道府県は、肝炎患者等に対する情報提供や、拠点

病院、専門医療機関及びかかりつけ医の連携等に資す

るため、肝炎の病態、治療方法、肝炎治療に関する制

度等の情報を記載した携帯可能な手帳（冊子）を作成・

配布する



地方自治体の肝炎対策取組状況 <地域肝炎治療コーディネーター>

（出典）厚⽣労働省「平成27年度都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

コーディネーター養成研修の主な対象者・職種・内容

対象者 保健所、市町村、医療機関、薬局、検診機関、民間企業、福祉施設等における健康管理担当者、医療従事者、
検査担当者、安全衛生担当者、人事担当者、事務担当者等

職種 医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、臨床検査技師、臨床工学技士、介護福
祉士、診療放射線技師、医療ソーシャルワーカー、健康管理者、事務職

内容 疫学、肝炎医療費助成制度、病態・治療法（Ｂ・Ｃ型肝炎、肝硬変・肝がん、ＮＡＳＨ）、都道府県の肝炎対策の現
況、患者会、肝炎患者の食事と運動、支援方法、就労と治療の継続、精神的ケア、当事者の話

コーディネーターの主な活動状況

活動場所 保健所、市町村、医療機関、薬局、検診機関、民間企業、福祉施設等

活動内容 ・肝炎についての正しい知識の普及啓発、感染者への不当な差別防止
・未受検者への受検勧奨、検査内容や検査結果についての情報提供
・肝炎ウイルス検査受検者で陽性者がいた場合には、コーディネーターとして受診の重要性の説明をし、受診勧奨を
実施

・受診状況の確認、再指導、保健指導、相談対応、治療内容の説明
・医療費助成制度、医療機関、相談センター、肝臓病教室、患者サロン、患者会等の紹介

 事業概要

都道府県は、市町村の保健師、地域医療機関の看護師、職域の健康管理担当

者等を対象として、肝炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支援を地

域や職域において中心となって進める人材を養成する

事業の実施状況

実施済み ３３自治体

実施していない １４自治体

※地域肝炎治療コーディネーター養成後の活動状況を把握していない自治体 ６自治体



地方自治体の肝炎対策取組状況 <出張型検診>

（出典）厚⽣労働省「平成27年度都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

 主な実施方法

 職域の健康診断を⾏っている健診機関に委託して事業所で実施

 市町村主催で実施、休日街頭検査(市⺠ホール)をＨＩＶと併せて実施

 大型商業施設で実施

 地域のイベント、普及啓発イベント、市⺠公開講座の会場等で実施

 市⺠センターで特定健診と同時実施

 地元スーパー、郵便局、ＪＡ、市町村役場等で実施

事業内容 工夫点・良かった点・苦労した点

職
域

・定期検診時に実施

（５自治体）

・働き盛りで医療機関や保健所へなかなか行けない方に対しウイ
ルス検査を実施できる（検査機会の創出）
・受検者も1回の検診で済む利点がある
・過疎地域において，感染リスクの懸念される事業所を対象に
行った
・陽性患者に対しては、受診勧奨を実施。（往復はがきで案内）

商
業
施
設
等

・普及啓発イベントにあわせて検診を実施
・休日街頭検査をHIV検査と併せて実施

・肝疾患連携拠点病院（肝炎に関する資料の配付やポスター展
示を実施）との共催により効果的に行うことができた
・ガラガラ抽選会をしたり、量販店内でコンサートを実施したりしな
がら、立ち止まった方に受検の案内をすることで、普段病院に行
けない方も検査を受けてもらうことができた
・公開講座の開始前の時間（１時間）を活用したことにより相乗
効果もあり受験者が集中した
・特定健康診査と同時に実施したため，受検希望者がすぐに定
員に達し，受検促進効果が大きかった

事業の実施状況

実施済み １５自治体

実施していない ３２自治体



肝炎対策に係る計画策定状況

肝炎対策に特化した計画 都道府県策定に係る計画において位置付け

策定済み
策定予定
・検討中

保健医療計画
がん対策
推進計画

その他

都道
府県
(47)

２６ ０ ３５ ３６ ９

都道府県における肝炎対策に係る計画策定状況について（平成27年4月1日現在）

→ 全ての都道府県において、肝炎対策に特化した計画が策定又は都道府県策定に係る計画
において位置づけられている。

（出典）厚⽣労働省「平成27年度地方自治体肝炎対策取組状況アンケート調査結果」



肝疾患診療連携拠点病院

選定済 肝疾患相談センター設置済

都道
府県
(47)

47 47

※ 肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会については、拠点病院選定済み4７都道府県において、
 平成２６年度未開催 ⇒ ７府県（岩手県、秋田県、神奈川県、京都府、奈良県、高知県、福岡県）

 拠点病院等連絡協議会委員等の氏名公表について、 ⇒ １６県 という状況

非公表の主な理由：委嘱時に承諾を得ていないため 等

専門医療機関

選定済

専門医療機関
を２次医療圏
に１カ所以上
選定している

専門的な知識を
持つ医師による
診断（活動度及
び病期を含む）
と治療方針の決
定が可能

インターフェロ
ンなどの抗ウイ
ルス療法が可能

肝がんの高危険
群の同定と早期
診断が可能

学会等の診療ガ
イドラインに準
ずる標準的治療
を行っている

肝疾患について
セカンドオピニ
オンを提示する
機能を持つか施
設間連携によっ
て対応できる体
制を有する

かかりつけ医等
地域の医療機関
への診療支援等
の体制を有する

可能な限り要診療者の追跡
調査に協力する

都道
府県
(47)

47 40

全
部

一
部

全
部

一
部

全
部

一
部

全
部

一
部

全
部

一
部

全
部

一
部

全
部

一
部

な
し

43 4 45 2 42 5 39 7 25 20 28 18 25 13 6

都道府県における肝炎医療提供体制の整備状況について（平成27年4月1日現在）

（出典）厚⽣労働省「平成27年度地方自治体肝炎対策取組状況アンケート調査結果」



肝炎対策における肝疾患診療連携拠点病院の位置付け

肝疾患診療連携拠点病院
（47都道府県・70施設）

国⽴国際医療研究センター
肝炎・免疫研究センター
肝炎情報センター

検診部門検診部門

肝疾患専⾨医療機関
（肝臓専門医が在籍する病院）

紹介 紹介 紹介

国 ⺠

肝炎ウイルス検査

相互
紹介

検診機関検診機関 診療所・病院診療所・病院 保健所保健所 その他その他

連携・支援
技術指導

連携・支援



肝疾患診療連携拠点病院が果たしている役割

市町村・保健所

今後の役割今後の役割充実した実績充実した実績幅広いミッションを遂⾏幅広いミッションを遂⾏

肝疾患診療連携
拠点病院

肝疾患診療連携
拠点病院

総合的で幅広いミッションを一貫的に
遂⾏する地域の肝炎医療の基盤

事業所

肝疾患診療連携拠点病院

１．中核機能１．中核機能

２．教育・普及活動機能２．教育・普及活動機能

３．研究推進機能３．研究推進機能

４．受検・受診促進機能４．受検・受診促進機能

地域医療機関

技術支援

 出張型検査の実
施、出前講話

 健康経営の推進

• 専門医の支援
• かかりつけ医の

水準確保

肝炎治療コーディネーター養成

 養成
 活動支援

肝疾患診療連携拠点病院として
地域の肝炎医療を牽引

肝疾患の診療ネットワークの司令塔
として地域ぐるみの対策を推進

肝炎医療に携わる人材の育成、
地域住⺠・患者への広報

インパクトのある
新しい医学エビデンスの提供

肝炎患者掘り起こし、
受検者数の確実な増加

連
携
支
援

国⽴国際医療研究センター
肝炎情報センター



肝疾患相談支援センターの設置状況
肝疾患相談支援センターへの相談件数
（相談項目総数）

肝疾患診療連携拠点病院の取組状況 <肝疾患相談支援センター>

（出典）国⽴国際医療研究センター「肝疾患診療連携拠点病院現状調査結果」
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 事業概要

都道府県が指定する肝疾患診療連携拠点病院において、肝疾患相談センターを設置するものとする。同センターには相

談員（医師、看護師等）を設置し、患者、キャリア及び家族等からの相談等に対応するほか、肝炎に関する情報の収集等

を行うものとする。また、保健師や栄養士を配置し、食事や運動等の日常生活に関する生活指導や情報提供を行う



肝疾患相談支援センターの相談体制

肝疾患相談支援センターの専任相談員の配置状況

肝疾患相談支援センターで主に相談を受ける職種
(H25年度)

肝疾患相談支援センターにおける窓口対応者数

肝疾患診療連携拠点病院の取組状況 <肝疾患相談支援センター>

（出典）国⽴国際医療研究センター「肝疾患診療連携拠点病院現状調査結果」
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肝疾患相談支援センターの相談件数(件/月平均)
(H25年度)

肝疾患相談支援センターへの相談方式（H25年度）

肝疾患相談支援センターへの相談内容（H25年度）

肝疾患診療連携拠点病院の取組状況 <肝疾患相談支援センター>

（出典）国⽴国際医療研究センター「肝疾患診療連携拠点病院現状調査結果」
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<地域連携体制の構築> 地域連携パスによる取組みの例
岡山県の取組み

肝疾患診療連携拠点病院における地域独自の
地域連携パスの作成状況

地域連携パスのメリット

１．医療機関の役割分担の明確化１．医療機関の役割分担の明確化

２．治療経過、データの情報交換２．治療経過、データの情報交換

３．病態変化時の対応３．病態変化時の対応

専門医とかかりつけ医
の間で治療経過、検
査データの情報交換が
できる

専門医とかかりつけ医
がそれぞれの役割を活
かして診療にあたること
ができる（病診連携）

病態変化時の対応
（特に救急対応、入
院）がスムーズに行
える

（出典）国⽴国際医療研究センター「肝疾患診療連携拠点病院現状調査結果」

肝癌早期発⾒地域連携パス（もも肝Ｓ）
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肝疾患診療連携拠点病院の相談⽀援以外の事業の概要

１．就労に関する総合支援モデル事業１．就労に関する総合支援モデル事業

２．肝炎専⾨医療従事者研修２．肝炎専⾨医療従事者研修

３．肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会３．肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会

【概要】就労に関する
専門家を配置するなど
し、肝炎患者の就労
の継続等に関する支
援に対応できる体制を
整備

実施：９自治体

【取組例】佐賀大
学では「肝臓なん
でも」相談窓口で
社労士を配置

【概要】医療従事者に
対する原因ウイルスの
相違、患者の病態に
応じた診療における留
意点等について研修を
実施

実施：３８自治体

【取組例】石川県
では年19回開催、
1千人参加、対象

(専門医等)

【概要】かかりつけ医と
専門医との連携の在り
方等の検討を行い、
適切な肝炎治療が行
われるよう、地域医療
の連携を図る

実施：４０自治体

【取組例】病診連
携に資するため、
地域連携パス作
成等の取組実施

５．一般医療従事者研修５．一般医療従事者研修

４．市⺠公開講座や肝臓病教室の開催４．市⺠公開講座や肝臓病教室の開催

【概要】住民を対象と
した市民公開講座や
患者を対象とした肝
臓病教室を開催によ
り、必要な知識を分
かりやすく伝える

実施：４１自治体

【取組例】大分県
では年6回開催、

773名参加

【概要】日常的に肝炎
治療に携わっていない
医療従事者を対象
に、肝炎に関する基礎
的な研修を実施する

実施：２３自治体

【取組例】群馬県
では年2回開催、
238名参加、対象

(医師)

６．家族支援講座の開催６．家族支援講座の開催

【概要】患者の家族を対象とした家族支援講
座を開催し、肝炎の病状や患者支援に係る専
門的知識の習得を図るとともに、家族同士の
交流の場としても機能させる

平成27年度新規事業



地方自治体の肝炎対策取組状況 <肝炎対策協議会の設置・開催状況>

（出典）厚⽣労働省「平成27年度都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

設置済み

委員としての
患者等※の任命状況

開催実績(2６年度）

実施 予定
未定/
不要

0回 １回 ２回 ３回

都道
府県
(47) 47 42 1 4 3 35 7 2

※ 患者等とは、患者・感染者・家族・遺族のいずれかを指す。

★患者等を委員としていない主な理由：
 協議会において審議中（岡山県）

 適切な方の選定が難しいため（三重県）

 既存の協議会で代用している（愛媛県）

 規約で学識経験者に委嘱することとしている

（高知県）

★開催していない主な理由：
 協議事項がないため（三重県）

 日程調整の不調（滋賀県）

 理由なし（高知県）

 事業概要

都道府県等は、医師会、肝炎に関する専門医、関係市区町村、保健所、肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者並びにそれらの家族

又は遺族（例：患者会を代表する者等）等の関係者によって構成される肝炎対策協議会を設置するものとする。ただし、既に地域にお

いて同様の組織がある場合には、これを活用して差し支えない。また、保健所設置市及び特別区においては都道府県と常時連携体

制を取るものとする。同協議会においては、各都道府県等の実情に応じて肝炎に関する事項等について必要な検討を行うものとする。



知って、肝炎プロジェクト 大使・スペシャルサポーター

※敬称略

特別参与 杉 良太郎
特別大使 伍代 夏子
広報大使 徳光 和夫

「スペシャルサポーター」
石田 純一 貴乃花 光司
岩本 輝雄 高橋 みゆき
w-inds. 田辺 靖雄
上原 多香子 夏川 りみ
内山 高志 仁志 敏久
AKB48メンバー 平松 政次
EXILEメンバー 堀内 孝雄
小橋 建太 的場 浩司
コロッケ 三浦 大輔
島谷 ひとみ 安田 美沙子
清水 宏保 山川 豊
瀬川 瑛子 山本 譲二

■広報動画 厚生労働省 YOUTUBEオフィシャルサイト

「知って肝炎 YOUTUBE」で検索総再生回数は117万回を超える！



国⺠(個人)国⺠(個人) 企業・団体企業・団体 地方自治体地方自治体

「肝炎総合対策推進国⺠運動事業」の実績

政策課題解決型の戦略的広報の展開

⇒ 肝炎の『早期発⾒』『早期治療』を重点訴求 (全ての国⺠が⼀⽣に⼀度は受検する必要のある「肝炎ウイルス検査」の積極推進)

＜課題＞

「保健所や⼀部の医療機関での無料検査」
を約90％の国⺠が認知していない

＜課題＞

受検率を左右する「職場の定期健康診断」
だが、必ず検査している組合が極めて少ない

＜課題＞

地方自治体などを巻き込んだ連鎖反応の
創出が国⺠運動を成功させるためには必要

＜7/22 Kickoffミーティング＞ ＜日経健康セミナー＞ ＜東京都知事表敬訪問＞伍代夏子氏

＜広報施策＞
＜佐賀県知事表敬訪問＞高橋みなみ氏

経営者・人事総務担当を中心に306名が参加

セミナーの模様は
日本経済新聞朝刊にて
採録を実施。

計9番組・14紙・301サイトで報道
(うちTBS「ひるおび」は14分に渡る特集)

YouTube動画
約175万回再生

SNS/Yahoo!/検索連動ス
ポーツ新聞などで告知

計3番組・12紙・ WEBで報道。

地元TV4番組・地元新聞4紙・WEBで報道。





肝炎克服に向けた効果的な広報戦略の実施

限られた予算の中で効果を最大限に高める展開
⇒ 国・地⽅公共団体間の役割分担の下に効率的な事業運営を⾏う

国主導の施策展開（知って、肝炎プロジェクト）

「知って肝炎プロジェクト」を機転として、企業、国⺠、地⽅自治体の⾏動を誘因する仕掛けをすることで、
国⺠運動の効果に拡がりを持たせ、投入効果を最大化する。

肝炎対策に係る地方自治体の取組に差がある中で、国として基本的・標準的な内容の周知や取組が
重要な地域への広報など、全国規模から⾒て普及の均てん化を図る。

表敬訪問

地方独自の施策展開

管内における肝炎対策の状況を踏まえ、きめ細かい
広報施策を実施することで、地域独自の課題を解決

Web展開 シンポジウム開催 広報資材制作

広報施策の⽴案
戦略的

広報施策の
展開

地域の
政策課題を
解決

地方自治体
による
独自の
広報施策

施策効果

広報イベントと連動した
肝炎ウイルス検査の同時展開



地方自治体の肝炎対策取組状況 <肝炎対策に係る普及啓発実施状況>

地方自治体の普及啓発事業の概要

④肝炎診療⽀援リーフレットの作成・配布

肝炎対策協議会の検討内容を踏まえつつ、肝炎に関する適切な情報提供を⽬的として以下を作成し、各対象へ配布す
る。
ア 肝炎患者やその家族等を対象とした、肝炎について適切な理解を得ることができるためのリーフレット
イ 医療機関を対象とした、肝炎患者への⽇常的な診療内容、専⾨医へ紹介すべき状態、専⾨医との連携の在り方
などを記載した適切な肝炎診療が実現されるためのリーフレット

①シンポジウム等の開催

都道府県等は、専⾨医等を講師として招き、地域住⺠に対して、感染予防や治療に関する最新情報を分かりやすく伝え
ることや社会的及び精神的な⾯における相談、肝炎ウイルスに関する意⾒交換等を⾏うシンポジウム等を開催するなど、
肝炎に関する正しい知識等を普及させるための事業を⾏う

②ポスター・リーフレットの作成・配布による普及啓発

都道府県等は、肝炎ウイルスに関する正しい知識の普及と肝炎ウイルス検査勧奨等地域の実情に合わせた情報提供を
⾏うためにポスター・リーフレット等を作成し、シンポジウム等で配布する

③新聞広告、電⾞の中吊り等による普及啓発

都道府県は、新聞広告や電⾞の中吊りポスター等により、正しい知識の普及啓発や保健所等での肝炎ウイルス検査の受
検勧奨を⾏う



地方自治体の肝炎対策取組状況 <肝炎対策に係る普及啓発実施状況>

（出典）厚⽣労働省「平成27年度地方自治体肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

普及啓発
実施状況

(平成26年度実績) ポスター・リーフレットの内容 ポスター・リーフレット掲載・配布場所

ポスター
リーフレットの作成

肝炎の予防・治
療・病態

肝炎ウイルス検
査受検勧奨

肝炎医療費助
成制度の紹介

保健所におい
て掲載・配布

医療機関
において
掲載・配布

公共施設
において
掲載・配布

電⾞・バス等
において
掲載・配布

都道
府県
(47)

46 25 42 34 44 40 26 1

※ 上記以外の取組としては、主に下記内容等を実施。
●新聞： 例）肝炎医療費助成制度の案内、肝炎ウイルス検査受検勧奨、市民公開講座のお知らせ、
〈16自治体〉 肝炎コーディネーターの紹介 等

●テレビ： 例）肝炎ウイルス検査受検勧奨、肝疾患相談センターの紹介、肝炎医療費助成制度の案内、
〈16自治体〉 肝臓月間について、受診勧奨、重症化予防推進事業の紹介 等

●自治体広報誌・広報雑誌：例）肝炎ウイルス検査受検勧奨、肝炎医療費助成制度の紹介、肝臓週間について
〈21自治体〉 重症化予防推進事業の紹介、日本肝炎デーの紹介、市民公開講座のお知らせ 等

●ホームページ： 例）肝炎の紹介、肝炎医療費助成制度・肝炎ウイルス検査の案内、肝疾患相談センター・専門医療機関
〈45自治体〉 の紹介、重症化予防推進事業の紹介、肝臓週間について、日本肝炎デーについて 等

●シンポジウム： 例）肝炎医療費助成制度の紹介、肝炎治療の最新情報
〈18自治体〉 肝炎ウイルス検査受検勧奨 等

●その他： 例）ラジオ、インターネットTV、NHKデータ放送、モールビジョンによる普及啓発、講習会の実施
〈30自治体〉 大型商業施設での街頭キャンペーン・出張型検診の実施

※未実地自治体 ⇒ 和歌山県



地方自治体の肝炎対策取組状況 <肝炎対策に係る普及啓発実施状況>

（出典）厚⽣労働省「平成27年度地方自治体肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

肝炎対策に係る
ホームページの
整備状況

(平成27年4月1日現在) ホームページ掲載事項

ホームページの作成
病気

についての説明

肝炎検査の
実施体制

についての説明

医療費助成制度
についての説明

拠点病院
についての説明

肝疾患相談
センター

についての説明

都道
府県
(47)

47 32 46 47 37 37

リンク掲載内容

肝炎情報センター
HP

厚⽣労働省
肝炎総合対策

HP
拠点病院HP 相談センターHP

都道
府県
(47)

30 40 34 35

リンク掲載先として左記以外に
以下の項目がある

 ウイルス肝炎研究財団
 日本肝臓学会
 日本肝臓学会肝炎専門医一覧
 肝炎ウイルス検査マップ
 知って肝炎プロジェクト動画(厚⽣労働省
動画チャンネル)

 法務省インターネット⼈権相談窓口
 厚⽣労働省「Ｂ型肝炎訴訟について」
 薬害Ｃ型肝炎に係る給付⾦制度，相
談窓口について



地⽅⾃治体（⾼知県）による最近の広報の例

（出典）⾼知県資料



地方自治体（埼玉県）とコンビニ（ローソン）、拠点病院（埼⽟医⼤）による取組み例

（出典）日本経済新聞HP（http://www.nikkei.com/article/DGXKZO85465010Z00C15A4NNMP01/）
株式会社ローソンHP（http://www.lawson.co.jp/company/news/077593/）

 ローソンは埼⽟医科⼤病院と協⼒し、肝炎検査をＰＲするキャンペーンを展開。13年７⽉から１年間、埼
玉県内の200店で期間を分けてチラシを配ったほか、⼀部店舗に無料検査コーナーも設けた。

 【店頭での申込みフロー】
(1)店舗に置いてある「県無料肝炎ウイルス検査予約申込書」に必要事項を記入、(2)予約申込書に記載の対象医療機関にお電話または
FAXにて検査日時をご予約、(3)予約した検査当日に予約申込書を持参のうえ受診



研究成果の評価・検証・公表・周知

肝炎対策における研究事業の位置付けについて

肝炎医療を提供する体制の確保

肝炎の予防及び肝炎医療
に関する人材の育成

肝炎に関する調査及
び研究

肝炎医療のための医薬品の
研究開発の推進

肝炎に関する啓発及び知
識の普及並びに肝炎患者
等の人権の尊重

その他肝炎対策の推進に関
する重要事項

・肝炎ウイルス検査の促進
・適切な肝炎医療の推進

・研究の総合的な推進
・肝炎に関する普及啓発
・相談支援や情報提供の充実

H24年度〜H33年度の10年間で各研究課題に取
り組み、肝疾患の治療成績の向上を⽬指す。

・新規課題の早急な実施
・研究の集中化と一元化
・人材育成
・国際交流

背 景
・全国で300〜370万人といわれるB・C型肝炎ウイルスの推定持続感染者
・全国で年間約4万人といわれる肝硬変・肝がんによる死亡者数

肝炎対策基本法

（H21年法律第97号）

・総則 （⽬的、基本理念、責務）
・肝炎対策推進協議会の設置と肝炎対策基本指針の策定
・基本的施策 （予防及び早期発⾒の推進、医療の均てん化の促進、研究の推進、等）

肝炎対策基本指針

（H23年5月16日告示）

（１）臨床研究
（２）基礎研究
（３）疫学研究

研究成果を予防、診断及び
治療に反映

・肝炎医療の⽔準の向上に向けて、

肝炎に関する基礎、臨床及び疫学
研究等を総合的に推進する。

・その基盤となる⾏政的な課題を解
決するための研究を進める。

肝炎研究10カ年戦略
（H23年12月26日策定）

肝炎検査の実施体制及び
検査能⼒の向上

肝炎の予防のための
施策

国内最大の感染症
肝硬変・肝がんへの進⾏

肝炎総合対策の推進

（４）⾏政研究
（５）B型肝炎創薬実用化研究

肝炎の予防及び肝炎医療の推
進の基本的な方向



肝炎研究１０カ年戦略の概要

平成２３年度の中間見直しにおいて
肝炎研究における現状と主な課題を整理

【臨床研究分野】
Ｃ型肝炎：難治症例を除いてペグインターフェロンとリバビリンの

併用療法の著効率が約８０％となっている。
Ｂ型肝炎：インターフェロン（ＩＦＮ）による治療成績（ＶＲ率）は約２０～

３０％にとどまっている。ＩＦＮによる治療効果が期待しにくい
症例では、逆転写酵素阻害剤を継続投与するが、長期投与
によるウイルスの薬剤耐性化が問題となっている。

【基礎研究分野】
Ｃ型肝炎：培養細胞によるウイルス増殖系が確立され、臨床応用に

向けた基礎研究が着実に実施される環境にある。
Ｂ型肝炎：ウイルスの培養細胞系や、感染複製機構が確立されていな

いなど、基礎研究を行うのに十分な環境が整備されていない。

【目的】
国内最大級の感染症といわれるＢ型肝炎・Ｃ型肝炎の
治療成績の向上を目指し、肝炎に関する臨床・基礎・
疫学研究等を推進するもの。

【戦略期間】
平成２０年度から２６年度（開始４年目に中間見直しを行う。）

【戦略目標】
・Ｂ型肝炎の臨床的治癒率を３０％から４０％まで改善
・Ｃ型肝炎（１ｂ型高ウイルス量）の根治率を現状の
５０％から７０％まで改善

・非代償性肝硬変の５年生存率を現状の２５％から
Ｂ型は５０％、Ｃ型は３５％まで改善

・進行肝がんの５年生存率を現状の２５％から４０％まで改善

肝炎研究７カ年戦略

肝炎研究１０カ年戦略

【背景】
これまでに行ってきた研究に加え、Ｂ型肝炎の画期的な新薬の開発を目指し、基盤技術の開発を含む創薬研究や、新薬の実用化に向けた
臨床研究を総合的に推進する必要性がある。

【戦略期間】 平成２４年度から３３年度（開始５年目に中間見直しを行う。）

【主な新規課題】 Ｂ型肝炎の治療成績の改善（ＶＲ率の改善やＨＢｓ抗原の消失）につながる研究
Ｂ型肝炎の創薬実用化を目指した研究（候補化合物の大規模スクリーニング、ウイルス感染複製機構の解明やゲノム解析、
ＨＢＶ感染小動物モデルの開発に関する研究等）

【戦略目標】
・Ｂ型肝炎の治療成績（ＶＲ率）を現状の２０～３０％から４０％まで改善
・Ｃ型肝炎（１ｂ型高ウイルス量）の治療成績（ＳＶＲ率）を現状の５０％から８０％まで改善
・非代償性肝硬変の５年生存率を現状の２５％からＢ型は５０％、Ｃ型は３５％まで改善
・進行肝がんの５年生存率を現状の２５％から４０％まで改善



・肝炎等克服実用化研究事業・肝炎等克服実用化研究事業

・肝炎等克服政策研究事業・肝炎等克服政策研究事業

55研究班（若⼿研究者含む）

8研究班

合計 63研究班



開
始

終
了

研究代表者 所属施設 研究課題名

1 25 27 田中 純子 広島大学
急性感染も含めた肝炎ウイルス感染状況・⻑期経過と治
療導⼊対策に関する研究

2 25 27 須磨崎 亮 筑波大学
小児におけるＢ型肝炎の水平感染の実態把握とワクチン
戦略の再構築に関する研究

3 26 28 是永 匡紹
国⽴研究開発法
人 国⽴国際医
療研究センター

効率的な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの
構築のための研究

4 26 28 渡辺 哲 東海大学
職域におけるウイルス性肝炎患者に対する望ましい配慮及
び地域を包括した就労支援の在り方に関する研究

5 26 28 平尾 智広 香川大学
我が国のウイルス性肝炎対策に資する医療経済評価に関
する研究

6 26 28 八橋 弘
国⽴病院機構⻑

崎医療センター

肝疾患患者を対象とした相談支援システムの構築、運用、
評価に関する研究

7 26 28 中山 鋼 国⽴感染症研究所 肝炎等克服政策研究事業の企画及び評価に関する研究

8 27 27 正木 尚彦
国⽴研究開発法
人 国⽴国際医
療研究センター

全国規模インターフェロン・データベースの⼆次利⽤による
今後の肝炎対策のあり方に資する研究

平成27年度厚生労働科学研究費補助⾦採択課題⼀覧
（肝炎等克服政策研究事業）


